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請願番号 １１ 受理年月日 元 ． １ ２ ． ３  

件  名 精神障害者医療費助成についての請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

※ 請願者の個人情報については、個人情報保護のため、 

削除しています。 

田村 ゆうすけ  栄 居   学 

谷口 かずふみ 曽我部 久美子 

池 田 東一郎 

１ 請願の趣旨 

 身体障害者手帳１級、２級の保持者と療育手帳(知的障害者)Ａ－１、Ａ－２及び精神障害者

保健福祉手帳１級保持者だけが対象となっている神奈川重度障害者医療費助成の対象に精神障

害者保健福祉手帳２級保持者までを含めていただくことについて。 
 

２ 請願の内容 

 日本も国連で採択された障害者権利条約を批准し、平成28年４月には障害者差別解消法が施

行されました。 

 一方、神奈川県が助成する障害者の医療費については、身体障害者手帳２級及び療育手帳(知

的障害者)Ａ－２の保持者を対象にしているにもかかわらず、精神障害者保健福祉手帳２級を対

象外にしたままであることは、不平等感が否めず、改善されてしかるべきものと考えます。 

 精神障害者の多くは病状が安定せず、就労して賃金を得て生活を送ることができず、障害年

金のみで生活している状況の者が大半であり、生活困窮者といえます。このような状況の者に

対する医療費助成は命に直結する重要な課題と考えます。 

 ついては、神奈川県においては、財源の確保を勘案しつつ、知的、身体、精神の三障害の平

等性に配慮しながら、精神障害者保健福祉手帳２級保持者までを医療費助成の対象とするよう

求めます。 

 また、現行の知的、身体、精神の三障害についての障害程度の区分は、それぞれに等級の分

け方に違いがあります。これについては、国に対して三障害一元の考えに基づき、各種助成が

平等に行き渡るようにするため、区分の見直しを行うよう県として要望してください。 
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請願番号 １４－１ 受理年月日 元 ． １ ２ ． ３  

件  名 教育格差をなくし、子どもたちにゆきとどいた教育を求める請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

※請願者の個人情報については、個人情報保護のため、 

削除しています。 

井 坂 新 哉 

大 山 奈々子 

上 野 たつや 

１ 請願項目 

（１）ゆきとどいた教育の実現と私費負担軽減のため、県の教育予算を大幅に増やしてください。 

①正規教員を大幅に採用し、未配置問題を解消してください。 

②県立高校の教育活動費を、現行の２倍以上にしてください。 

（２）教育の無償化、保護者負担軽減をすすめてください。 

①教育の無償化前進のため、小学校・中学校での教育活動に不可欠な教材費・給食費や、県

立高校の図書費や教育振興費など学校納付金を軽減してください。 

②高校生への給付制奨学金の創設・拡充など、奨学金制度をさらに充実してください。 

③私立の学校および幼稚園に通う子ども・保護者のために、学費負担を軽減するとともに、

私学助成をさらに充実してください。 

④県外の私立高校へ通学している生徒にも学費補助をおこなってください。 

⑤私立の幼稚園児をもつ家庭への補助制度を新設してください。 

⑥全県一学区のため高額になっている県立高校生の通学費補助を検討してください。 

（３）教育条件の整備・改善をすすめてください。 

①県内の小学校・中学校・高等学校の30人以下学級を実現してください。当面、人を配置し

て、小学校・中学校・高等学校の全学年で35人以下学級、高校定時制で30人以下学級を実

施してください。 

②小学校・中学校・高校で、特別な手立てを要する子どもたちに適切な支援ができるように、

教職員配置や施設・設備の改善を行ってください。 

③公立全日制高校の入学定員を希望者数に合わせて増やしてください。 

④一学年９クラス、10クラスの大規模校を８クラス以下の適正規模に戻してください。 

⑤学校規模の拡大につながる県立高校の統廃合をやめてください。 

⑥県立特別支援学校の過大規模化をすみやかに解消してください。 

⑦インクルーシブ教育実践推進校の教育条件を改善充実してください。 

⑧県立学校の耐震工事・老朽校舎の改修工事を計画的に早急に行ってください。 

⑨教職員の多忙化解消のためのとりくみをすすめてください。 

⑩不登校の子どもたち一人ひとりに、十分な学びのための予算を措置してください。 

請第１４号－１ ２－１  



２ 請願趣旨 

平成29年度間「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」結果（公立小・中

分）と文部科学省・神奈川県教育委員会の発表資料を見ると、 

いじめの認知件数は、児童・生徒1,000人あたり県は29.9件。その内訳は 

  小学校  県は15,680件 （前年度 10,607件、14.8％増） 

  中学校  県  3,906件 （前年度  3,455件、13.1％増） 

不登校を理由とする長期欠席者は、児童生徒1,000人当たり17.8人。その内訳は 

小学校  県 3,222人 （前年度 2,765人、16.5％増） 

中学校  県 8,463人 （前年度 7,627人、11.0％増） 

学校現場では様々な取り組みを行っていますが、上記の通り、いじめ・不登校の数は増えて

います。その要因として、神奈川県の教育条件の不十分な点が挙げられます。在学生一人当た

りの「教育費」（公費）は、2019年度版の総務省統計でみると小学校46位、中学校45位と全国

最低水準です。県立全日制高校の図書費は年間20万円余で、他県と一桁違う貧困さが指摘され

ています。私学助成も国基準の33万6,311円を１万5,389円下回り全国45位になっています。特

別支援校も年々児童生徒数が増え、適正規模を超える学校数が28校中21校にのぼっています。 

県内でも、経済格差の拡大、貧困化が子どもたちを直撃し、所得格差の広がりの影響は、家

庭の学習環境や通塾、進学先などさまざまな面に影響し、学力の二極分化を生み出しています。

学校施設・設備の老朽化も進行し、耐震構造が弱いまま改修が進まず、ますます子どもの学び

の場にふさわしくないものになっています。 

すべての子どもたちにゆきとどいた教育を実現するため、全国的に広がってきている、人を

配置しての「全学年での35人以下学級（少人数学級）の実現」、「私学助成の拡充」、「希望

者数に応じた公立高校入学定員の確保」「障害児教育の充実」など、教育条件を抜本的に改善

させるため、教育予算を増やし、保護者の学費負担を少しでも減らし、学校施設・設備の改修

など、上記の請願項目がすみやかに実現されるよう請願します。 
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請願番号 １５ 受理年月日 元 ． １ ２ ． ３  

件  名 教育費の公私間格差をなくし、子どもたちにゆきとどいた教育を求める請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

※請願者の個人情報については、個人情報保護のため、 

削除しています。 

井 坂 新 哉 君 嶋 ちか子 

大 山 奈々子 上 野 たつや 

佐々木 ゆみこ 

１ 請願趣旨 

  神奈川県の私立学校は、各校が建学の精神に基づき、豊かな教育をつくり、神奈川県の教育

を支える担い手としての役割を果たし続けています。特に幼稚園は、その98％が私立です。 

  しかし、神奈川県の私立学校への生徒一人あたりの経常費補助は、全国でも数少ない国基準

(国庫補助金と地方交付税交付金の合計額)を下回る水準で、私立高校は全国45位、幼稚園では

46都道府県中46位、中学校では45都道府県中45位、小学校は35都道府県中で35位と、すべての

校種で全国最下位水準の助成額です。このため、神奈川県の私立高校の入学金を除く平均学費

は、約70万円と関東地方で最も高く、全国でも上位の高学費となっています。また、神奈川県

には私立高校への施設設備助成がなく、将来の地震への備えはすべて保護者の負担で賄われて

おり、このことも高学費の原因の一つになっています。 

  さらに私立高校に通う家庭への学費補助は、年収590万円未満の世帯まで、国の就学支援金

と神奈川県私立高等学校等生徒学費補助金と合わせて、県内私立高校の平均授業料相当額まで

補助が広がり、授業料無償化が実現しました。しかし補助対象が授業料に限定されて施設費を

含まないために、生活保護世帯でも年間約26万円の自己負担が残されます。東京都では年収760

万円未満の世帯まで授業料無償化が実現しました。埼玉県では年収609万円の世帯まで、一部

多子家庭には720万円の世帯まで授業料無償化が実現し、さらに年収500万円未満の世帯に対し

て授業料と施設費を合わせた学費の無償化が実現しています。大阪府や京都府でも、同じよう

に学費補助を拡充することで、私立高校へ入学する生徒が増えています。全国へ広がっている

私立高校の無償化の流れに、神奈川県は遅れをとっています。さらに国による私立中学校への

学費補助制度も実現しました。 

  こうした高学費と低助成金が原因で、神奈川県では私立高校を選択できず、公立中学校卒業

生の全日制高校進学率は、全国的にも低い水準が続いています。 

2017年度、政府は私立高等学校の授業料無償化を盛り込んだ「新しい経済政策パッケージ」

を閣議決定しました。これが2020年度より実施されれば、県がその差額をさらなる私学助成の

拡充に充当することが求められています。神奈川県の私立学校無償化はまだ終わっていませ

ん。 

私立学校に通う生徒保護者の学費負担を軽減し、私立学校の教育条件をよりよくし、すべて

の子どもたちの学ぶ権利を保障するために、私立学校への経常費助成の国基準額の実現、施設
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設備助成の創設、学費補助制度の拡充は、県政の最重要課題です。 

  以上のことから、次の事項について請願いたします。 

 

２ 請願事項 

(１)私立学校への経常費補助を国基準と同等にしてください。 

(２)施設設備助成を行ってください。 

(３)神奈川県高等学校等生徒学費補助金を拡充してください。 

(４)県独自の、私立中学校への学費補助制度を創設してください。 

(５)私立幼稚園への経常費補助を国基準と同等にしてください。 

 

請第１５号 ２－２ 



請願番号 １６ 受理年月日 元 ． １ ２ ． ３  

件  名 県の小児医療費助成制度の拡充についての請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

※ 請願者の個人情報については、個人情報保護のため、 

削除しています。 

井 坂 新 哉 君 嶋 ちか子 

大 山 奈々子 上 野 たつや 

請願の要旨 

全ての子どもの医療費を中学校卒業まで拡充し窓口負担無料とすること。 

 

請願の理由 

小児医療費助成制度は、免疫力が低く病気にかかりやすい子どもに早期発見・早期治療を促

す施策としてだけでなく、有効な少子化対策として全国的に定着してきました。この制度は都

道府県の事業に市町村が上乗せする形で運用されています。 

全国では３割の都府県が小学校卒以上、そのうち10都府県(全国の２割)が中学校卒業までを

対象年齢としています。さらに市町村では全国の９割が中学卒以上を対象とし、県内では市町

村の独自努力により2019年４月より27市町村が中学卒以上まで対象としています。 

しかし、独自財源では６割の市町村では一部負担金や所得制限の形で利用を制限する形で運

用せざるを得ないのが実情です。県民から拡充を求める声が寄せられているにもかかわらず、

2008年以降、県では制度の改善がありません。県が拡充すれば、市町村も一層拡充することが

できます。 

住民の健康増進と傷病の早期発見・早期治療による重症化防止のため、私たちは県が現在の

水準に留まらず、対象年齢を中学校卒業まで引き上げ、窓口負担無料とすることを請願いたし

ます。 
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陳情番号 ３ 付議年月日 元 ． ６ ． １ ９  

件  名 学校法人橘学苑に対する再調査についての陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚 生 常 任 委 員 会 ※陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

１ 陳情の要旨 

  私たちは学校法人橘学苑(以下、学苑という)に子どもたちを通わせている保護者の団体で

す。ここ数年、私たちが懸命に働いて納めてきた学費や私たち県民の県税を原資とする補助金

が、生徒のために健全に使われていない惨たんたる状況になっていることから、この度、県に

対して学苑への早急かつ真摯な調査を求めることにしました。主な調査対象は以下の通りで

す。 

（１）学苑の収益事業収入が極めて過少となっている理由についての再調査 

（２）特定業者との癒着が疑われる度重なる設備投資・備品等購入についての調査 

（３）一部の部活動に偏重した特待生制度等の優遇実態についての再調査 

（４）各種労働問題と教職員に対するハラスメントの実態調査 

  

２ 陳情の理由 

  平成 31年３月 24日に、県知事あてに、私が代表を務める「強く正しい橘学苑を実現する会」

より保護者代表が、生徒の育成を無視した教育と経営が行われているとして、学苑への詳細な

調査を求める要望書を提出しました。 

  その翌月にマスコミから学苑による教員大量解雇のニュースが報道され、その後開催された

学苑の説明会では、納得出来ない保護者や教員から多くの質問や意見がぶつけられる等大荒れ

の説明会となったことは、多くのマスコミが取り上げたこともあり、ご記憶に新しいかと存じ

ます。 

  県知事あての要望書については５月 28 日に県調査結果として公表され、学苑に対し通知、

対応を求めています。しかしながら、特にテニススクール等の収益事業の調査結果については

不十分な内容であり、また学苑が自身のホームページで本学苑の見解として記載している内容

はおよそ都合の良いものに終始し真実を伝えていません。 

  さらにこの間学苑は、保護者への説明会の開催や根拠のない部活動顧問の解任理由の説明・

撤回もせず、代表者である副理事長以下の法人経営陣は、私たち保護者との話し合いすら応じ

ていません。 

  ６月５日には再びマスコミから労働基準監督署による是正勧告や数々のハラスメントの実

態について報道される等、事態は一向に改善しないばかりか悪化の一途です。遂には他校への

転校を希望する保護者や生徒が出てくるあり様で、とても生徒が安心して学校生活を送ること

の出来ない危機的な状況となっています。 

 

 

厚陳第３号  



陳情番号 １５ 付議年月日 元．１１．１２  

件  名 介護施設の人員配置基準の引き上げのために、国に対し意見書の提出を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚 生 常 任 委 員 会 ※陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

【陳情趣旨】 

超高齢化を迎える中で、介護の人材確保・離職防止対策は喫緊の課題となっています。人材不

足の主な原因は、過酷な労働実態と社会的な役割に見合わない低賃金です。2007年８月に改定さ

れた「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針（福祉人材確保

指針）」では、介護職の処遇改善とともに、介護従事者の労働負担を考慮する観点から「職員配

置のあり方にかかる基準等」について検討を行うことを国に求めています。政府は介護従事者の

処遇改善に取り組んできた一方で、「人員配置基準」の改善についてはほとんど取り組みをすす

めていません。それどころか、実態に見合った配置基準は都道府県等の条例に定めるものだとし

て、その責任を都道府県等に転嫁しています。 

実際の介護現場では、法律（条例）で定められた人員基準を大幅に上回る人員配置をしている

ことが、厚生労働省の調査でも明らかになっています。それにもかかわらず、「人手が足りない」

「業務が過剰」という状態が続いており、人員配置基準の引き上げが現場に求められていること

は明らかです。人材確保対策として、外国人介護労働者の受け入れが始まりましたが、労働環境

の改善がすすまなければ今と同じ状況になることは容易に想像できます。こうした現状を改善す

るためには、少なくとも「人員配置基準」を実態（特別養護老人ホームの場合「2.0：１」）まで

引き上げ、介護報酬でその費用を担保することが必要不可欠です。介護労働者が働きつづけられ

る労働環境を実現し、介護制度の真の持続性を確保するために、以下の項目について陳情します。 

 

【陳情項目】 

１ 特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）等の人員配置基準を定めた条例を改正し、介護職 

員及び看護職員の人員配置基準を実態に見合った水準に引き上げること。 

２ 以下の項目について、国に対し意見書を提出すること。 

① 介護施設の介護職員及び看護職員の人員配置に関する基準省令について、現行の「利用者 

３人に対して１人以上」を実態に合わせて「利用者２人に対して１人以上」に引き上げるこ

と。 

 ② 夜間の人員配置の基準となっている「厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に 

関する基準」を見直し、夜間勤務者の配置水準を引き上げること。また、一人夜勤は解消す 

ること。 

 ③ 上記の項目を保障するため、介護報酬の引き上げを行うこと。保険料負担・自治体負担を 

軽減するために、介護保険財政における国の負担割合を大幅に引き上げること。 
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陳情番号 １７ 付議年月日 元．１１．２２  

件  名 国に対して福祉職員の大幅な増員と賃金の引き上げを求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚 生 常 任 委 員 会 
※ 陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、 

削除しています。 

 保育や介護などの福祉職場では、労働基準法上の休憩や休暇、時間外労働についての決まりが、

多くの場合で守られていません。制度上で配置される職員の人数が足りないためです。 

 休憩時間中に食事介助やお昼寝の見守りが必要になるほか、書類作成の時間も保障されないな

ど、休憩時間の返上や持ち帰り残業が当たり前になっています。 

 国は職員配置が足りない実態を把握しないまま、「法令遵守」を強調しますが、利用者の処遇

や安全を守るためには、このような「働き方」をせざるを得ません。 

 労働基準法は、すべての職場で必ず実現されなくてはならない最低限の労働条件を定めたもの

であり、福祉職場の実態は、職員と利用者の人権を侵害していると言えます。 

 また、職員の低すぎる賃金水準が社会問題になるなか、国は処遇改善策をおこなってきたとし

ていますが、それでもなお全産業平均との月約10万円の賃金格差は解消されていません。最低賃

金が毎年引き上げられ、非正規雇用の時給水準は上がっていますが、対応する原資の保障もない

状況です。そのため、退職者があとをたたず、人材確保が困難で、利用者処遇は悪化し、待機児

童・待機者もなくなりません。 

 憲法25条に基づいて、国と自治体の責任で福祉職員の大幅な増員と賃金の引き上げが可能とな

るよう、下記について、地方自治法第99条に基づいて、政府への意見書を提出いただくよう陳情

いたします。 

 

記 

 

１ 福祉職場の職員配置基準を抜本的に引き上げ、その配置基準と労働基準法を守ることができ

る予算・人件費を保障するよう、国に意見をあげてください。 

２ すべての福祉職員の賃金を引き上げ、全産業平均との月約10万円の格差をなくすよう、国に 

意見をあげてください。 
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陳情番号 ２１ 付議年月日 元 ． １ ２ ． ３  

件  名 介護認定のテキストから、正しい判定論理の記述を削除した理由等を問う陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚 生 常 任 委 員 会 ※陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

１ 陳情の要旨 

介護認定は申請者の心身状態・74項目等から、ケア時間に対応する基準時間を算出する。７

つの基準時間帯に、８つの受給資格（介護度）があるために、「32分以上50分未満」のみに２つ

の介護度（要支援２と要介護１）が存在する。従来から２つの介護度を振り分ける論理をテキ

スト９ページに明記していた正しい記述図表を2017年版以降に削除した。これらを含めた疑問

等に関する公平・公明・適切な回答を強く要望する。 

 

２ 陳情の理由 

全国統一の一次判定ソフトを規定する演算論理は、法に基づき、県発行のテキストに明記・

解説されている。上記の「振り分け論理」を含めて、現場での事象と法とのかい離や不条理や

矛盾の一部を述べる。 

２－１「振り分け論理」の適用の誤り 

「32分以上50分未満」の基準時間帯以外にも適用している現場の事象に合わせる為
ため

に、

県のテキスト９ページを削除したのかを問う。 

２－２ 不条理な判定 

多くの障害項目を持ちながら、健常者の基準時間（22.8分）よりはるかに少ない申請 

者（非該当で19.7分）が多く存在する不条理を問う。 

２－３ 認知症加算からこぼれ落ちる申請者 

認知症加算の論理の適用範囲を狭く理解した演算ソフトに因り、得られるべき受給資 

格より、１又は２ランクも低い判定結果が生じている現象を修正する事を求める。 
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陳情番号 ２２－１ 付議年月日 元 ． １ ２ ． ３  

件  名 ゆきとどいた神奈川の障害児教育を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚 生 常 任 委 員 会  ※ 陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

陳情趣旨 

神奈川県の特別支援学校では、入学を希望する児童・生徒が増加し続け、学校が過大規模過密

化し、「教室不足」「トイレ不足」「廊下で体育」「クールダウンの場所がない」など、教育活動に

支障が生じています。 

2020年に横浜北部方面特別支援学校開校、2021年に小田原養護学校湯河原・真鶴方面分教室開

設が予定されていますが、県内全域で過大過密状態の学校が多数残されています。特に、県教育

委員会が設置した「神奈川の特別支援教育のあり方に関する検討会」中間まとめでも指摘されて

いるように、横浜市鶴見区、港北区、川崎市幸区、中原区においては早期の特別支援学校の整備

が必要です。 

2004年に特別支援学校の過大規模過密化の緊急避難措置として県立高校内に設置された特別

支援学校分教室は現在20分教室まで増加しています。分教室には５教室が専用として割り当てら

れるのみで、教育活動に大きく支障をきたしています。 

2016年に開設された秦野養護学校末広校舎は、小学校の１教室をパーテーションで仕切って２

教室としているため、音楽の授業などの声・音が筒抜けとなっています。また、末広小学校の特

別教室、グラウンド、体育館などは授業で使用することが困難になっているなど、通常の学校で

はあり得ない事態となっています。 

小田原養護学校湯河原・真鶴方面分教室は、グラウンド、体育館、プール等の設置が予定され

ておらず、本校に比べ劣悪な教育条件となっています。 

県立高校に設置された分教室、秦野養護学校末広校舎ともに、管理職、事務職員が配置されて

おらず、養護教諭は非常勤職員として配置され、教員配置も手薄であり、子どもたちへの対応が

困難な状況となっています。 

高校に設置された分教室、秦野養護学校末広校舎、小田原養護学校湯河原・真鶴方面分教室に

おいて、本校と同水準の教育が保障されるよう、早期に施設・設備や教職員体制を確保すること

が求められています。 

2016年の痛ましい相模原殺傷事件に私たちは強い憤りを感じました。同時に、障害者の権利の

保障と、地域生活のための条件整備が必要であると痛感しています。 

私たちは神奈川県の障害のある子どもたちにゆきとどいた教育と、地域における社会福祉基盤

の充実をすすめるため、以下の条項がすみやかに実現されることを陳情します。 
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陳情項目 

１ 特別支援学校を希望する児童・生徒数の増加が見込まれる横浜市鶴見区、港北区、川崎市幸

区、中原区の地域に対応する特別支援学校を新設してください。 

２ 県立高校内特別支援学校分教室(20分教室)、県立秦野養護学校末広校舎、県立小田原養護学

校湯河原・真鶴方面分教室について、本校と同水準の教育が保障されるよう、施設・設備や教

職員体制を確保してください。 

３ 高等部卒業後の生活を支えるため、障害者支援施設や日中活動系障害福祉サービス事業所、

福祉ホーム・グループホーム等に対する支援を充実させてください。 
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請願番号 １０ 受理年月日 元 ． １ ２ ． ３  

件  名 肢体不自由児者及び医療的ケアを必要とする障がい児者への支援の充実を求める

請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

※請願者の個人情報については、個人情報保護のため、 

削除しています。 

長 田 進 治 栄 居   学 

西 村 くにこ 曽我部 久美子 

池 田 東一郎 

請願の趣旨 

 神奈川県はかながわグランドデザイン第三期実施計画において、「障がいのある人が、地域

でその人らしくくらせる支援の充実」を掲げています。しかし、いまだ障害のある人たちを受

け止める施設やサービスは充分とは言えず、障害児者を取り巻く社会環境は依然として厳しい

ものがあります。 
 同実施計画では、「障がい者の地域生活移行を進めるため、グループホームサービスの利用

者を2022年度に10,872人にする」と明記しています。しかし、現在のところ県内に新設される

グループホームは、そのほとんどを知的障がいのある方向けのものが占めており、身体に障が

いのある人向けのものは極端に不足している状態にあります。 

 また、医療的ケアを必要とする障がい児者や、近年NICUなどの医療施設の充実により、出生

時から医療的ケアを常時受けながら暮らす子供たちも増えております。こうした子供たちの多

くは、保育園や学校、短期入所施設、役場などの公共施設の一時預かりなどを利用するにあた

っても、施設側の医療的ケア体制が充分でないことから利用を断られることが多く、本人並び

に家族の負担は非常に大きなものがあります。この点について、同実施計画では「医療的ケア

を伴うホームヘルプサービスを支援することで、県内のホームヘルプサービスの利用者数を

2022年度に21,434人とする」と、明記しています。しかしながら、医療的ケアを必要とする人

たちの生活の場は家庭の中だけとは限らず、ホームヘルプという家庭内に限ったサービスのみ

では、充分な支援とは言えません。 

 こうした中、本年９月の県議会本会議において、黒岩知事は代表質問に対する答弁において

身体障がい者向けのグループホームの設置を支援して行く考えを表明し、併せて医療的ケアを

必要とする人たちのために病院などの医療施設の一部を活用する新たな考えを表明されました。 

 障がい児者をとりまく社会環境については改善を望む点は他にも多々ありますが、ここでは

黒岩知事の答弁を踏まえ、以下の点に絞って早急な対応をお願い致したく請願致します。 
 

請願の内容 

１ 肢体不自由の人達のためのグループホームはエレベーターの設置やバリアフリー対応型の

入浴設備、防火設備(例：スプリンクラー)、24時間対応のヘルパーの配置など、コストの面か

ら設置が進んでおりません。この点に充分に着目し、県内への肢体不自由児者向けグループホ 
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ームの設置促進に向け、財政支援を含めた特段の取り組みをお願い致します。 

２ 医療的ケアを必要とする人たちが安心して日々の暮らしを送り、家族の負担が軽減されるよ

う、医療型介護施設の充実を進めて下さい。特に湘南東部福祉圏域においてはこの施設の空白地

域となっていますので早急な対応をお願いします。 

３ 令和元年９月の本会議答弁に基づく、医療施設を活用した医療的ケアを必要とする人たちの

ための短期入所施設の整備については、施設利用が利用者の日常生活の一部であることに充分に

配慮し、福祉職(生活指導員など)を配置しながら、魅力ある施設整備を早急に進めて下さい。 

４ 医療的ケアを必要とする障がい児者が、豊かに「日常生活」や「日中活動」を行うことがで

きるよう、「訪問看護サービス」を自宅以外の場所でも利用できるよう国に制度の改正を要望す

るとともに、県としても支援策を構築して下さい。 
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陳情番号 １６ 付議年月日 元．１１．１２  

件  名 安全・安心の医療・介護の実現のため夜勤改善と大幅増員を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚 生 常 任 委 員 会 ※陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

【陳情趣旨】 

医療や介護現場での人手不足は深刻な状態にあります。人手不足により一人一人の過重労働が

すすみ、過酷な夜勤や長時間労働などが解消されずに、医師や看護師の過労死を引き起こす事態

が続いています。厚生労働省も、医療職場や介護職場の勤務環境改善の必要性を明らかにし、手

だてを講じてはいますが、具体的な労働環境の改善には至っていません。 

看護師の夜勤実態調査（2017年日本医労連調査）では、２交替勤務のうち16時間以上の長時間

夜勤の割合は４割を超え、勤務と勤務の間隔が極端に短い８時間未満の割合が約５割でした。こ

のような過酷な夜勤実態も背景に、慢性疲労を抱えている看護師は７割を超え、健康不安の訴え

も約７割、４人に３人の看護師が仕事を辞めたいと思いながら働いている状態（日本医労連2017

年看護職員の労働実態調査）であり、問題の根底には慢性的な人手不足があります。また介護現

場では長時間夜勤の割合は９割に及び、小規模施設では１人体制の夜勤が恒常的に行われていま

す（2017年日本医労連介護夜勤実態調査）。 

労働時間規制を含めた実効ある対策は、猶予できない喫緊の課題です。2007年に国会で採択さ

れた請願内容（夜間は患者10人に１人以上、昼間は患者４人に１人以上など看護職員配置基準の

抜本改善、夜勤の月８日以内の規制など）の早期実施を行い、そのために必要な人員の確保を国

の責任で実行されることを強く求めます。そして国民誰もが安心して医療・介護を利用できるよ

う、保険料や一部負担金の負担軽減が必要です。 

安全・安心の医療・介護の実現のために、下記事項につき、地方自治法第99条にもとづく国に

対する意見書を決議していただけるよう陳情いたします。 

 

【陳情項目】 

１ 医師・看護師・医療技術職・介護職などの夜勤交替制労働における労働環境を改善すること。 

  ①１日且つ１勤務の労働時間８時間以内を基本に、労働時間の上限規制や勤務間のインター

バル確保、夜勤回数の制限など、労働環境改善のための規制を設けること。 

  ②夜勤交替制労働者の週労働時間を短縮すること。 

  ③介護施設や有床診療所などで行われている「１人夜勤体制」をなくし、複数夜勤体制とす

ること。 

２ 安全・安心の医療・介護を実現するため、医師・看護師・医療技術職・介護職を増員するこ 

と。 

３ 患者・利用者の負担軽減をはかること。 

４ 費用削減を目的とした病床削減は行わず、地域医療に必要な病床機能を確保すること。 
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陳情番号 ２３ 付議年月日 元 ． １ ２ ． ３  

件  名 障害者福祉の拡充を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚 生 常 任 委 員 会 ※陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

陳情の趣旨 

 我が国は2014年２月、障害者権利条約の締約国となりました。この条約の根本には、現在、最

も人権が守られていない障害者の権利の確立を通じて、全ての人たちの人権が保障される社会を

実現するという理念があります。しかし、昨年から逆行する形で、旧優生保護法による強制不妊

手術、中央省庁・地方自治体における障害者雇用偽装（水増し）が大きな政治問題になっていま

す。徹底した原因究明、再発防止、被害者救済が求められます。問題の根本には、「障害者は生

きる価値がない」という優生思想、障害者排除の考えがあることは隠せない現実です。 

国連障害者権利条約の締約国としての対応がいよいよ問われています。つきましては、精神障

害者に他の障害者と同等の福祉制度が保障されるために以下の事項を陳情いたします。 

 

陳情項目 

１ 精神医療については、平成15年に「入院中心から地域生活中心」の理念が打ち出されたにも

かかわらず、長期入院患者の退院と地域移行が進まずに推移してきた経緯があります。 

その結果を踏まえて厚労省は平成29年に、「精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安

心して地域で自分らしく暮らすことができるようにすること」を目指す「精神障害にも対応す

る地域包括ケアシステムの構築」（以下「精神包括システム構築」）という長期的包括的な方針

を示し、長期入院患者の退院後の受け皿になる社会基盤の整備を進める計画です。 

神奈川県も平成30年から本システム構築の推進事業に参画していますが、その具体的な事業

内容は「医療・保健・福祉の関係者の協議の場を設ける」ことに留まっているように見受けら

れます。住まいの場を確保すること、生活支援に必要な人材を拡充すること、訪問医療・訪問

支援事業の推進、障害経験を共有できるピアサポーターを養成し活用すること、などの多岐に

わたる具体的な事業の推進が求められています。 

横浜市の家族会員を対象としたアンケートの結果では、精神障害者の７割が家族と同居して

おり、全体の４割が「ひきこもり状態」か「外出はするが社会的資源は利用していない」状況

にあります。 

以上を踏まえ、以下の点を要望します。 

（１） 精神包括システム構築事業を、長期入院患者の退院促進のためだけでなく、地域で孤立 

   しがちな精神障害者の生活支援のためにも拡張して推進する計画を策定して予算措置を

講じてください。 

                                                                 厚陳第２３号 ２－１  



（２） 事業の内容を保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置だけに留めることなく、住 

まいの場の確保、支援人材の拡充、アウトリーチ事業の推進、ピアサポーターの養成・活

用などの具体的な施策を明確にし、年度ごとの達成目標を設定してください。 

（３） 精神障害者とその家族の地域生活支援のための社会基盤の整備も視野にいれて事業に 

取り組んでください。 

 

２ 県は平成25年に、精神障害者１級を重度障害と認め、通院医療に重度障害者医療費助成制度

を適用し、精神科ならびに他科の通院医療費を無償とする基準を作成しました。１級の入院と

２級の通院・入院にこの制度は適用されていません。 

相模原市は平成16年から、鎌倉市は昭和58年から、藤沢市は平成14年から、海老名市は平成

20年から、大磯町は平成21年から、二宮町は平成21年から、いずれも県基準を超えて１級の入

院や２級の通院・入院について、医療費の助成を実施しています。それぞれ市町村議会で住民

の要望や精神障害者の自立生活支援に配慮して条例を変更した結果です。県基準を変更するこ

とで、その他の市町村でも同様の医療費助成がしやすくなります。 

（１） 精神障害者の重度障害者医療費助成を１級通院に限定せずに、１級の入院や２級の通院 

・入院にも適用している市町村を先例として地域格差を無くし、拡充してください。 

（２） 精神科以外の医療費の無償化を進め、医療費負担を軽減してください。 

 

３ 精神科病院の身体拘束について必要最小限にとどめ、患者の人権を侵害しないよう県として 

の指導をしてください。実態把握の基礎資料となる「精神保健福祉資料（630調査）」の開示を 

従来どおり継続してください。 

 

４ 精神障害者にもすべての公共交通機関の運賃割引が他の障害者と同様に適用されるよう、国 

および関係機関、特に神奈川県バス協会とその傘下のバス会社に働きかけてください。 
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